
1．はじめに（1）

アズビルの生産の強みは，多品種少量生産である。この
強みを下支えしているのは，生産計画～調達～製造～出荷
に及ぶ業務で様々な生産系の情報システムであると言って
も過言ではない。一方でアズビルでは生産系の情報システ
ムは改修を重ねながら，20年以上使い続けられ老朽化して
いる。別の言い方をすれば，長く使い続けられているという
ことは，先代の英知が詰まったアズビルの生産現場に適合
した情報システムであるとも言えるが，この英知を情報シス
テムのノウハウとして残すため，市販パッケージソフトウェア
の採用は見送られ，現状のシステムを継続利用していた。 

近年のIT技術は，ハードウェア，ソフトウェアともに更新ス
ピードは非常に早く，強くなっているセキュリティ脅威に対し
てソフトウェアの保守期限を延長して対応している。しかし
ハードウェアの寿命には逆らえず，動作可能なハードウェア
の入手が困難になることで，現状の情報システムを使い続け
ることはできなくなる可能性がある。また，改修を重ねて使
用してきた経緯により，個別最適，属人化，データが分断さ
れた状態のサイロ化などは，技術的負債となっている。この

ため，今後長期にわたる情報システムの安定稼働，事業環
境の変化へ迅速に対応することが困難になっており，BCP
の視点からも危険な状態と言える。

この課題をDX推進のきっかけと捉え，全社的な情報シス
テムにおいて，図1に位置づけられるMES（Manufacturing 
Execution System：製造実行システム）として，クラウド
MESを開発，導入した。生産領域におけるIT基盤を一新し，
当社の強みをさらに進化させるIT基盤であるクラウドMES
を説明する。今回は，azbilグループの会社の導入事例であ
るが，今後は，導入成果を確認し，得られる価値を精査して，
お客さまへ提供することを目指している。

図1　社内の情報システムとMESの位置づけ

※  Manufacturing Execution System : 
製造実行システム
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従来，生産領域においては，情報システムが工場（製造ライン）ごとに必要とされる生産情報を取り入れて発展してきた
ために情報活用が困難となってきている。クラウドMESは，複数の工場を一括管理できるため，サーバやソフトウェアなど
の情報システムを自社で管理するシステムでは困難であった物理的に異なる現場に共通の情報として管理できるため，個
人の知見が，組織内の多様な意見と融合し，情報の共通基盤としてKKD（勘・経験・度胸）から脱却し，より客観的な情報
を利活用した強い現場づくりとデジタル・トランスフォーメーション（DX）の推進が行える。

In the manufacturing industry, since information systems are often installed for individual factories and 
production lines, it is difficult to utilize production information for overall production optimization. A cloud-
based manufacturing execution system can collectively manage multiple production sites and collectively 
handle production information that is common to multiple sites. This allows the production-related knowledge 
of individuals to be combined with the diverse opinions and ideas of other members of the organization, 
strengthens manufacturing based on a common data foundation rather than KKD （in Japanese, kan ‘intuition’, 
keiken ‘experience’, and "dokyō ‘courage’）, and promotes digital transformation （DX）.
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2．現状の課題整理と解決目標の設定

本章では，本プロジェクトにおける解決目標の設定まで
の流れについて述べる。

2.1　現状の課題整理
生産にかかわる情報システムのアップデートは，一般的に

現場を中心とした「カイゼン」という考えに基づいて，それぞ
れの現場が主体となり企画・構築・導入および運用を行って
いる。そこで得られた情報を扱うシステムの改修を重ね，シ
ステムを成長させてきた歴史から生産業務を行っている会
社では，当社と同様に以下のような課題があると考えられ
る。
（1）複数の製造拠点，製造ラインを持っている会社では，

情報管理と実績評価は，製造場所，製造品，製造方法の違
いがあり，共通の基準で評価ができていない。
（2）製造業務では自動収集できず，人が記録している情

報が多 あ々る。この情報が，紙で記録された状態でデジタル
化されておらず，データ利活用ができていない。
（3）システム導入され，記録が電子化された現場でも，情

報が個人所有されている，保管場所（サーバーフォルダ，デー
タベースなど）が容易に検索できない，など，情報が分散し，
サイロ化されている。このため，製造部門の実績を数値で可
視化できておらず，実績情報から改善に繋げるサイクルが確
立されていない。
（4）システム導入，更新には，多くの人手，期間を要し，構

築されたシステムを維持するためにIT人材を製造拠点ごと

に配置する必要がある。このため，多くのIT人材がシステム
保守業務に多くの時間が割かれ，新規案件に対応できてい
ない。

会社，製造現場により，課題の程度に違いはあるが，歴史
の長い会社ほど，上述の状況が多い傾向にある。当社，当
社グループ会社でも同様な状況であった。

上記の内容を整理すると，大きく2つの課題に集約される
と考えられる。
（1）現場ごとに個別の情報システムを利用（個別最適）
（2）複数の情報システムの維持管理工数

2.2　解決目標の設定
2.1の課題に対して，IT基盤を複数拠点に導入することに

よって，同じ仕組みで情報を管理し，運用保守要員の集約
が可能にするシステムを検討した。その結果，クラウドMES
ならば，ハードウェア障害対応，ロケーションが限定されな
いため，前節の課題解決に有効であると考えられる。オンプ
レミスのMESでは製造拠点に1つのサーバを配置すること
が常識であった。しかし，計画的な停電工事，ハードウェア/
ソフトウェアのトラブル対応などを考慮すると，物理的に離
れた場所のサーバで運用することは困難であった。そこで
サーバをクラウド上で稼働させることにより，図2で示すよう
にロケーションを意識しないシステム構築，運用が可能にな
ると考えた。さらに2.1で記述した個別最適への対応は，業
務の棚卸と標準化を進める中で，個別最適必要性，全体最
適への可能性を精査することとした。

図2　複数製造拠点とクラウドMESの関係
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3．システム導入ポイントの抽出

2章で述べた目標設定に基づき，システム導入の対象範囲
を検討した。導入先グループ会社の業務分析を実施し，課
題と留意点を確認した。

3.1　azbilグループ会社の業務分析
当社グループ会社で，基幹系システム更新プロジェクトが

計画されており，業務を刷新できるタイミングでもあった。
MES導入も検討に含まれていたため，該当のグループ会社
の生産部門で現状業務分析を実施し，5カ所ある製造拠点

（工場）のすべての生産業務を確認した。
図3は，該当グループ会社におけるシステム更新前の課題

例である。2章で検討した仮説以外に，在庫管理精度の低さ
とその結果による一斉棚卸の実施回数の多さ，特定の人に
依存したスケジューリング業務，紙で記録しているため転記
作業や現場進捗が現場に行かないと見えない状況など，こ
の該当グループ会社に固有の課題も存在していた。本プロ
ジェクトでは，2章の仮設検証と導入される会社の課題対応
の双方にソリューションを提供する必要があった。

図3　azbilグループ会社における製造部門の課題例

図3で示した課題の背景として，以下のような状況もあっ
た。
（1）既存の基幹システムが活用されておらず，マスター情

報と業務に乖離があり，受払業務における継続記録ができ
ていなかった。このことにより，原価計算が棚卸計算で行わ
れ，四半期ごとに製造ラインを止めて，棚卸を実施していた。
（2）各種の業務でExcelツールが利用されており，既存の

基幹システムでカバーできていない業務領域の補填をして
いた。

3.2　システム導入時の留意点
情報システムは，人が業務を遂行するための道具であり，

情報システムの導入は目的ではない。そこで，以下を留意点
とした。
（1）製造現場を共通基準で可視化するため，ロケーション

にとらわれない情報基盤を構築し，複数の製造現場の情報
を管理できるようにする。
（2）情報基盤が構築できても，そこに情報が入ってこなけ

れば，ただの器にしかならない。自動収集できる情報だけで
なく，人による登録に頼らざるを得ない情報が存在してい

る。情報登録が作業者（人）の負荷になり，正確な記録がで
きない，または，運用ができない，などがないように，人の負
荷に配慮した仕組みを構築する。
（3）蓄積された情報をユーザー（システム管理者以外）が

活用できる仕組みを準備し，ユーザーが情報を分析できる
ことで，情報から次のアクションを考えられるようにする。
（4）情報基盤を維持運営するためには，人的リソースが

必要になる。限られたIT人材を有効活用するため，リモート
での導入，サポート，改修を可能にして，メンテナンス要員の
集約・効率化する。

4. システム導入プロジェクトの実施

3章で述べた業務分析結果と留意点を基に，システム導
入のプロジェクトに移行した。システム導入には，工場ユー
ザーとIT導入メンバーが協調しつつ，工場ユーザーが主体
となってプロジェクトを遂行することが重要である。

4.1　プロジェクト実施時の留意点
製造業に従事すると，「我々は特殊だから」という言葉をよ

く耳にする。しかし，どこが特殊であるかを問うと明確な回
答が出てこないことが多い。他の会社，他部署の業務の内
容を理解できていないということもあるが，自分たちの業務
を正しく可視化できていないことが原因であると考えた。こ
のため，工場ユーザーとIT導入メンバーがプロジェクトに参
画し，一緒に業務分析を行って可視化した。システム導入プ
ロジェクトの場合，IT導入メンバーが主体となることが多い
が，工場ユーザーを初期段階から参画させて，理解を深め
ることにより，システム稼働後の活用，さらには，システムを
利用したユーザーが主体となってDXが推進される。

4.2　プロジェクトメンバーの合意形成
業務を可視化して，工場ユーザーとIT導入メンバーでコン

センサスを形成するため，業務フローを作成した。最初の業
務フローは，IT導入メンバーがヒアリングを基に作成し，そ
れをテンプレートとして，次に工場ユーザーが主体となって，
それ以降の業務フローを作成した。作成された業務フロー
を工場ユーザーから，IT導入メンバーへ説明し，業務の流
れと必要な情報に矛盾がないことを確認しながら，メンバー
間の認識を共有した。

4.3　業務の標準化
製造拠点，製造ラインが異なる場合，業務が異なる場合

でも，業務フローに落とし込むことで標準化できる部分が見
えてくる。すべての業務を標準化することはできないが，共
通する管理項目を他工場と合わせることで洗い出すことが
できる。工場のレイアウト，人員配置，作業区分などの違い
による個別の管理項目を明確にすることによって，共通する
部分は，共通のIT基盤で管理し，共通化できない部分は，
できる限り少なくし，工場固有の仕組みで対応するが，IT基
盤から情報の統制をかけた。この作業により，副次的な効
果として，複数拠点の工場ユーザー間で，コミュニケーショ
ンできる機会が増え，今までメール，電話のやり取りでは生
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まれなかった信頼関係が構築され，より一層の情報の共有
化がなされた。

4.4　業務負荷の考慮
管理項目をデジタル化して記録する際は，作業者の負荷

を考慮する必要がある。作業フローの見直し，作業の流れ
の中で記録が取られることを確認し，記録するための手順
が追加されても生産リードタイムに影響が出ないような仕組
みとした。

蓄積された情報は，利活用されなければ，その価値が生
まれない。ユーザーが利活用できるようにするため，将来的
には，現場情報のデータレイク注1（以下， 仮称：フィールドデー
タレイク）を構築し，蓄積した情報を可視化／分析するため
のツール（BIツールなど）へデータ連携することを構想してい
る。生産現場では，検査画像情報，製造装置のログ情報な
ど，構造化されていない関連情報が多 あ々る。一般的なデー
タレイクでは，これらの扱いが困難であることが想定でき，
フィールドデータレイクの構想は，次のステップとして位置付
けた。

4.5　クラウド利用と保守効率化
複数の工場の情報を一元管理し，運用保守作業を集約

化する課題に対しては，クラウド上にシステムを配置し，業
務の標準化の結果，複数工場で共通する部分を一箇所でリ
モート管理することにより，保守要員の配置を効率化した。

5．導入結果

IT基盤であるクラウドMESを当社グループ会社の製造
拠点に，2021年5月に導入し，運用を開始した。約1年半が経
過して，成果が見え始めている。

異なる評価基準で製造していた複数の製造拠点が，同じ
評価基準（同じ価値観）で，共通の目標に対して評価が可能
になり，今まで工場もしくは，担当者に閉じていた知見が，
全工場の会議などで組織の知見となり，現場の改善意識が
向上している。

システム移行は，ユーザーにとっては大きな変化となる。
混乱なく移行するためにシステム切替えの3カ月前に1カ月間
の操作教育と並行運用を実施した。これにより，システム移
行は大きな混乱なく予定通り完了している。システム切替え
に伴う工場の稼働停止は，4月末から5月の連休期間中に実
施することにより，実働2日間の停止であった。導入当初は，
運用に慣れていないため，記録の漏れなどが発生したが，
製造実績から登録漏れを検知する確認ツールを作成し，運
用が安定化するまで，IT導入メンバーが登録漏れを確認す
るレポートを発行して，第一四半期（6月末）までに運用安定
化を促進させた。

図4は，プロジェクト開始前に抽出された課題例に対する
成果である。定量的に効果計測ができていないため，定性

的な表現にとどまっているが，作成した業務フローが適用さ
れ効果が確認できている。一例ではあるが，これまで製造
計画立案者が現場を確認しなければ分からなかった情報を
自席のPCで確認できるようになったことで，翌日以降の製
造の段取り時間が30分～1時間短縮できている。

システム管理者は，リモートから複数の製造拠点を監視
することが可能になり，本社からすべてのシステムを監視し，
IT人材が効率的に活用することが可能になる。これによっ
て，運用管理のための活動が減少し，今後は，新規案件の
対応へシフトできる見込みである。

一方で新たな課題も確認できている。管理レベルの向上
により，さらに細かい情報の記録を工場ユーザーから要求
されている。また，営業部門との情報連携の強化などの要求
も上がっている。これらは，機能改修が必要な項目のため，
投資対効果を確認して，今後，実施判断を行う予定である。

図4　azbilグループ会社における導入成果

6．今後の取組み

IT基盤は構築でき，2章で記載した以下の課題は，解決で
きていると評価できる。今後，定量的な評価を実施していき
たい。
（1）現場ごとに個別の情報システムを利用（個別最適）
（2）複数の情報システムの維持管理工数
しかし，カバーできている業務領域は，まだ限られている。

生産DXを進めていくためには，必要十分なIT基盤とは言え
ず，今後，以下の内容を進めていく予定である。
（3）現状，想定できていない事業環境の変化に対応する

ためには，管理項目を変化させていく必要がある。その変化
に追随できる仕組みを検討していく。
（4）新しいデバイスを採用して，情報入力を簡素化し，人

の負荷を増やさずに蓄積できる情報を増やしていく。また，
当社が得意とする制御システム，コントローラの情報を人が
記録した情報と融合させて製造現場における統合情報へ
発展させる（図5）。
（5）作業者，管理者，経営者では，情報に対する視点，粒

度が違う。さらには，作業者においても，品質担当，設備担
当，製造担当で違う。この違いに対応するために，情報のク
レンジング，分類，階層化，など，情報解析のための前処理
を行い，会社のデータレイクへ連携できるフィールドデータレ
イクへ成長させる。

注1　 データレイクとは，構造化データや，文書データ，画像ファイ
ル，動画ファイル，装置の動作ログのような非構造化データな
ど，あらゆる情報を格納する領域で，アズビルでは，データ蓄
積～利活用ができるまでの範囲としている。
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（6）現状では，蓄積された情報を簡単に活用できる分析
ツールも準備できていないので，可視化ツール，分析ツール
へ容易に情報を提供できる機能を追加することで，作業者
が主体的に情報を使って，自らの業務を変革できる情報基
盤を目指す。

（7）今回，業務分析を行い，個別の部分とした内容は，
Excelツールとして業務の中に残っており，工場ユーザーによ
るメンテナンス作業がある。残存している古いツールのIT基
盤へ取込みを順次進めていく。

図5　クラウドMESの今後の拡張

7．おわりに

DXが謳われる昨今だが，ものづくりの現場は，いまだに
人による作業が多く，製造業のDXは遅れていると言われて
いる。経済産業省のDXレポート2では，DXを以下のように説
明している。「DXは，デジタイゼーション，デジタライゼーショ
ン，デジタルトランスフォーメーションという3つの異なる段階
に分解する。デジタイゼーションは，アナログ・物理データの
単純なデジタルデータ化のことであり，典型的には，紙文書
の電子化である。デジタライゼーションは個別業務・プロセ
スのデジタル化であり，さらに，デジタルトランスフォーメー
ションは全社的な業務・プロセスのデジタル化，および顧客
起点の価値創造のために事業やビジネスモデルを変革する
ことである」（2）。

今回の活動は，デジタイゼーションからデジタライゼーショ
ンの段階に該当していると考えている。今後，データ利活用，
製造部門以外とのデータ連携に対する機能を拡張すること
によって，デジタライゼーションからデジタルトランスフォー
メーションへ進む価値提供を考えている。ものづくりの現場
を情報で語ることができれば，暗黙知として埋もれている
知見が形式知となり，個人の知見を組織の知見へと昇華さ
せることができる。クラウドMESは，その手段の1つであり，
重要な位置づけにあると認識できた。製造部門で発生する
様 な々情報のHUBとして活用することで，さらに価値が高ま

ると考えられる。
また，DXは文化とも言われている。文化は，人がつくり出

す考え方，価値基準の体系で，今回導入した当社グループ
会社でも文化が変わっていることを感じる。

まずは，azbilグループ生産拠点で実証し，同じ課題に直
面している製造業のお客さまへアズビルの文化を提供でき
ることを目指して活動していきたい。
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